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改めて問われるライドシェアという雇用破壊～ウーバーの独走には陰り 
（世界の動向・10－12 月） 

 

国際運輸労連（ITF） 

浦田 誠 

 

ライドシェア敵視は時代遅れか 

 

ウーバーがソフトバンクによる出資を正式に承認した 11 月中旬頃、ライドシェア解禁論がまた

一部のメディアに現れた。いわく「日本では自家用車で人を運ぶライドシェアサービスの事実

上の禁止状態が続いているが、そろそろ解禁を真剣に検討すべき時期ではないか」（日本経済

新聞 11月 15 日）。 

 

だが、世界の流れを見ていると、むしろそうした主張こそが時代遅れである。「素人が自家用

車を使うウーバーポップは例外を除いて欧州では禁止されている。ドイツではライドシェアを

使いたいと真剣に考えている国民はわずか 14％」と 11月 10 日付けのワシントンポスト紙は報

じている。 

 

このことを裏付けるように、私が最近会ったウーバーの欧州地域幹部は、「ウーバーポップは

セオリー（理論）に過ぎなかった。欧州における将来のモデルではない」と断言した。11月 21

日にジュネーブで開かれた ILO のイベントでのことだった。 

 

アジアでは、タクシー配車サービスを急速に拡大している。バンコクでは、大手会社のホーワ

と提携する。アジアで８番目の市場参入となる。ホーワ社４千台のタクシーをウーバーのアプ

リを使って配車する。通常の運賃に手数料を上乗せし、これをウーバーとタクシー運転手が分

ける。シンガポールでは、最大手のコンフォートデルグロが、ウーバーの現地子会社でレンタ

カー会社の Lion City 株 51％を取得する形で提携を始める。 

 

運賃は本当に安いのか 

 

ライドシェアは運賃がタクシーよりも安いからいいという主張も根強いが、解禁論者はその理

由に言及しない。ブログ naked capitalism に昨年掲載された報告は、「ウーバーの乗客は運

賃の 41％しか負担しておらず、残りは投資家からの巨額の資金で補填している」（Can Uber 

Ever Deliver?）と指摘している。略奪的運賃設定とも呼ばれ、アマゾンなどが先駆けてきた。 

 

同時にウーバーは赤字を計上し続けており、今年７－９月（第３四半期）だけでも純損失が 14

億 6000 万ドル（約 1630 億円）となり、赤字幅は前期の 10億 6000 万ドルから拡大した。11 月

には、少なくともこの先半年は米国で赤字が続くと発表。これに対してロイター通信は、「本

国で８年経ってもこの状態では、運賃を低く押さえてベンチャー資本の巨額投資で補填するビ

ジネスモデルが問われることになる」と苦言を呈した。 

 

ウーバーやリフトはまた、需要と供給の変動に合わせて運賃を自動的に上下させる「サージ」

システムを使っているが、その評判の悪さは各国で繰り返し伝えられてきた。12 月 11 日にニ

ューヨークで起きた爆弾テロの際は、運賃を 2.5 倍引き上げ、市民の大ひんしゅくを買った。

https://www.nikkei.com/article/DGKKZO23489390U7A111C1EA1000/
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO23489390U7A111C1EA1000/
https://www.washingtonpost.com/news/worldviews/wp/2017/11/10/with-new-court-loss-in-britain-europe-becomes-more-of-a-minefield-for-uber/?utm_term=.c19216971447
http://biz-journal.jp/2016/07/post_15866.html
https://www.nakedcapitalism.com/2016/11/can-uber-ever-deliver-part-one-understanding-ubers-bleak-operating-economics.html
https://www.nakedcapitalism.com/2016/11/can-uber-ever-deliver-part-one-understanding-ubers-bleak-operating-economics.html
https://www.reuters.com/article/us-uber-usa/uber-boss-says-u-s-market-unprofitable-amid-tough-competition-from-lyft-idUSKBN1D9348
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「10 ブロック移動するのに 80 ドル（約 9000 円）。恐怖におののくニューヨーカーの足元を見

透かしている」と、怒りの声がツイッターに溢れかえり、慌てて中断した。 

 

翌日、大雪に見舞われた英バーミンガムでは運賃を４倍吊り上げ、再び市民の怒りを買った。

16 キロ走るのに 149 ポンド（約 22,500 円）かかると告げられた女性客は、地元の会社を代わ

りに使い、運賃 30 ポンドで済ませた。手術に向かう麻酔医だった。 

 

地震や台風など自然災害の多い日本で、このような便乗値上げを基礎にした運賃システムは果

たして受け入れられるだろうか？ 

 

それでも便利な輸送手段ではないか、という意見に冷や水をかけるような調査報告もある。カ

リフォルニア大学デービス校の研究機関が発表したレポートを読むと、「高学歴高収入で若い

一部の層が酒を飲む時に利用する」（連合通信 10 月 24 日）という利用者像が浮かび上がる。

テンプル大学の Brishen Rogers 教授（労働法）は、「ライドシェアを含む多くのシェアリング

エコノミー会社は実際のところ、ヤッピーにサービスを提供するもの」と言い切る。 

 

やまぬ反対運動と営業停止令 

 

各国のライドシェア反対運動もやまない。不公平競争に抗議するタクシー運転手の全国ストが、

イタリア（11 月 24 日）やスペイン（11月 29 日）で起きているほか、コロンビアのボゴタでは

10 月 23 日のストに数千人が参加した。ほかにもこの３ヵ月の間だけで、プラハ、ブカレスト、

カンクン、ヨハネスブルグ、バリ、ハイドラバード、ラホーレで抗議行動があった。ミュンヘ

ンでは、ウーバーポップをいったん止めたが、レンタカー会社と提携して営業を再開しようし

ているため、タクシー運転手が車両 1千台のデモで反対を表明した。ジュネーブでは 12 月、ウ

ーバーと業務提携するハイヤー会社二社の運転手が、未払い賃金の支給や労働条件の向上を求

めてストを打った。 

 

ロンドン市交通局がウーバーの営業免許更新を認めなかったという大ニュース（9 月 22 日）は、

世界を駆け巡った。申請却下の理由は「企業責任に欠け、公共の安全と安心を潜在的に脅かし

ている」ことだった。世論調査ではこの判断が、①正しかった＝43％、②間違っていた＝20％、

③わからない＝37％という結果が出た。うちウーバー利用者の 31％が「正しかった」と答えた。 

 

その後同社は、少なくとも９つの地方都市で営業申請を断念したと、英タイムス紙は報道して

いる。12月 12 日には、英ヨーク市議会が、ウーバーの営業免許を更新しないことを決めた。

現在捜査中のデータ保護違反と利用者からの苦情を理由に挙げている。その前月には、英ブラ

イトン＆ホーブ市議会がウーバーの営業免許を半年に限り延長した。いずれの場合も、GMB 労

組の反対運動が成果を挙げた形だ。 

 

違法営業を続けていたオスロでは 10 月、当局の取り締まり強化で休業を宣言した。７月のヘル

シンキ撤退に続く決定だ。 

 

世界で違法判決や規制強化 

 

イスラエルでは公共交通が終わった後の夜間に、実費のみを運転手に支給するサービスだと偽

って今年営業を開始。運輸省のおとり捜査でタクシー同様に運賃を乗客に請求していることが

https://itspubs.ucdavis.edu/wp-content/themes/ucdavis/pubs/download_pdf.php?id=2752
https://www.rengo-news-agency.com/%E9%AB%98%E5%8F%8E%E5%85%A5%E3%81%AE%E8%8B%A5%E8%80%85%E3%81%8C%E9%A3%B2%E9%85%92%E6%99%82%E3%81%AB%E4%BD%BF%E3%81%86-%E7%B1%B3%E5%9B%BD%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%89%E3%82%B7%E3%82%A7%E3%82%A2%E5%88%A9%E7%94%A8%E8%80%85%E8%AA%BF%E6%9F%BB-%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%A7%E3%81%AE%E5%BF%85%E8%A6%81%E6%80%A7%E5%90%9F%E5%91%B3%E3%82%92/
http://inthesetimes.com/working/entry/20624/Traxi-Uber-Lyft-ride-share-app-drivers-workers-unions
https://t.co/3w5ceBTDw1
https://t.co/3w5ceBTDw1
https://t.co/fEUBiInOiu
https://www.thetimes.co.uk/article/tricky-questions-put-brakes-on-uber-rollout-fjgq67jsr
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判明し、違法と起訴された。にもかかわらずウーバーは、11 月初旬から日中営業を強行開始し

た。この訴訟では、利用する乗客も法律違反だと原告側は主張している。 

 

スイス・バーゼルの刑事裁判でウーバーは、素人が自家用車を使うサービスは運転手の趣味だ

から、ライセンスは不要と主張している。裁判所は 11 月、この「ホビー・ドライバー」なる主

張を退け、９ヵ月間で 23,000 スイスフラン（約 260 万円）を稼いだ運転手を有罪にした。これ

で４人目となるが、同様の事件がさらに 32 件審理中だ。 

 

ダラ・コスロシャヒ新 CEO（最高経営責任者）は社風刷新を掲げて登場したが、イスラエルや

スイスの問題を見ると、これまで各国で規制当局と衝突しながら強引に事業を拡大してきたそ

の粗暴かつごう慢な企業体質を改めるのは至難の業ではないかと思える。 

 

リスボン控訴裁判所は 12 月、ウーバーは違法というこれまでの判決を支持した。同社は最高裁

へ上告する。ポルトガル政府が一年前に決めたライドシェア合法化法案は、未だ議会で審議さ

れていない。コロンビアはライドシェアが旅客輸送法に違反すると、この間ウーバーなどに罰

金制裁を課している。エルサルバドルの運輸省高官も 11 月、ウーバーが法律を無視し続ければ、

運転手は車を差し押さえられたり、罰金や免許取り消しの処分を受けると警告した。観光が唯

一の産業であるインド・ロナバラ市は地元タクシー運転手を守るため、ライドシェアを 10月末

に禁止した。 

 

インドネシア西ジャワ州も 10 月、ライドシェアを一時的に禁止した。公共交通労働者など関係

者が共闘を組み、州都バンドンでストを構えたためだ。23日には中央政府が、配車アプリ規制

に関する改定案を公表。条件付きで車両登録証の個人名登録を認めたが、これまで自由だった

営業地域を制限した。メキシコ・プエブラ州は、二件の女子大生殺人事件を受け、ライドシェ

アの規制を強化した。非常ボタンの装備や運転手の薬物検査が義務化され、犯罪歴がチェック

される。これに対して、ウーバーらは新法は不公平と反発している。 

 

タクシー業界の窮状 

 

ライドシェアを容認した各市では、タクシー産業が窮地に陥っている。トロントは新条例でウ

ーバーを合法化して一年強が経つが、タクシー運転手はウーバー車両の急増に怒りを隠さない。

現在約５万台が同市に登録されているが、33,000 台は市外に住む運転手だ。一方の営業タクシ

ーは 55,000 台。カルガリーも新条例でライドシェアを昨年合法化したところ、一ヵ月の実車回

数が９万回から 22 万回へ増加した。タクシーはまだ優勢だが、年間実車回数は 840 万回から

700 万回に減った。地元で未成年や高齢者を対象としていた会社は廃業した。 

 

ベトナムでは、急増するライドシェア社の売上高が前年の２％から 8.8％へ伸びた。これに対

し、大手のビナサンタクシーの従業員数は、前年末と比べて１万人減少し、7292 人に落ち込ん

だ。ホーチミンの場合は、ライドシェアの車両台数がこの２年弱で 200 台から 24,000 台に急増

し、タクシーの 2.2 倍に達した。交通渋滞が深刻な問題となっている。 

 

運転手は被雇用者 

 

11 月 10 日、ウーバーは再び英国で敗訴した。雇用裁判所は昨年、同社の運転手は独立事業者

ではなく従業員であり、最低賃金の適用や有給休暇の付与などの権利を保障すべきと判決して

http://www.taxi-times.com/baseler-gericht-uberpop-ist-illegaler-nebenerwerb/
http://www.jakartashimbun.com/free/detail/38051.html
http://www.viet-jo.com/news/economy/171026000421.html
http://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2016/11/uk_02.html
http://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2016/11/uk_02.html


4 
 

いた。これを不服としたウーバーは雇用控訴審判所に上告していたが判決は覆らなかった。原

告の関係組合はこの決定を歓迎している。同社はさらに最高裁に直接上訴しようとしたが、認

められなかった。まず控訴院で審判されるが、ここで三度敗訴すれば最高裁が門前払いする可

能性もある。 

 

同様にウーバーは南アフリカで「運転手は被雇用者」という南ア労働裁判所の判決に控訴中だ。

新たに「雇用責任は南アになく、あるとすればオランダの持ち株会社だ」と争っている。だが

企業構造を詳らかにせず裁判に非協力的だと、原告側は非難している。ナイジェリアのラゴス

でも 11 月、ウーバー運転手二人が中央労働裁判所で集団訴訟を起こした。接客、速度制限、車

両の整備、保険加入などで定期的に同社から指示を受けているため、独立事業者ではなく被雇

用者だと訴えている。 

 

現代の奴隷制 

 

「ライドシェアは、現代の奴隷制。運転手は、一時間７豪ドル（約 600 円）も稼げない」と断

言するのは、オーストラリアでタクシー専用の配車アプリ Ingogo を立ち上げた創業者。英下院

ビジネス特別委員会では、全国最賃の 7.5 ポンド（約 1100 円）を下回る６ポンドが取り分だと、

あるウーバー運転手が証言した。 

 

米国でも、「ドライバーの平均手取りは時給で 20 ドル（約 2200 円）以上」と謳っているもの

の、実際にはガソリン代、車両のメンテナンスなどもドライバー負担になるため、ひどい場合

は「自治体政府の定める最低賃金を下回る」収入にしかならない。レンタルサービス代が高価

で、これにより自己破産するなど、経済的に追い詰められるドライバーが増えていると、ジャ

ーナリストの土方細秩子氏は指摘する。米国のブロガー、Mr. Money Mustache(MMM)氏もウーバ

ー運転手の実体験から、「儲かると感じるのは自家用車の維持コストを考慮していないからに

過ぎない」と語っている。 

 

ロサンゼルスタイムス紙は、ナイジェリアのウーバー運転手を取材し、「諸経費を差し引くと

手元に残るのは一日 10ドルくらい」と伝えた。また、同社は一方的に運賃を４割引きにしたり

したと指摘。これは「交通の安全と労働を考える市民会議」の招きで９月末に来日した、元ウ

ーバー運転手のディオジェネス・カラスコ氏も強調した点だ。「最初の１年は週に 1500～2000

ドル稼げたが、２年目からウーバー側の運賃値下げや手数料値上げ、ドライバーの増加によっ

て収入が激減。昨年までの２年間で最終的に運賃は 35％引き下げられた」（週刊金曜日 10 月

20 日号）。 

 

安全運転は守られているか 

 

運転手の長時間労働も大きな問題である。英国のウーバー運転手３千人は週 60 時間以上働いて

いると、同社は労働党議員の質問に答える形で国会に資料を提出している。ウーバー車を赤信

号で降りた客が転倒しバスに轢かれ即死したシドニーの事件で、運転手が不注意運転で起訴さ

れたが、事故が起きるまで休憩なしで 21時間働いていた。 

 

シンガポールのウーバー運転手だった Wang Yongqing 氏は９月 28 日、仕事中に心臓発作で死亡

した。乗客を空港から送る途中に具合が悪くなり車を止めていた。遺族はこの半年二つの仕事

http://wedge.ismedia.jp/articles/-/10129
https://gigazine.net/news/20171127-money-mustache-uber-driver-review/
http://www.latimes.com/world/africa/la-fg-nigeria-uber-20171203-story.html
http://www.kinyobi.co.jp/kinyobinews/2017/10/20/antena-101/
http://www.kinyobi.co.jp/kinyobinews/2017/10/20/antena-101/
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を兼務していたと語る。早朝から午後５時まで働いた後、ウーバーの運転を午前１時までやっ

ていた。 

 

米デンバーのＴＶ局は、「２時間かけてコロラドスプリングから稼ぎに来るウーバーやリフト

の運転手が大勢、空港の待機場で寝泊りしている。取材したある運転手は一日 12 時間働き、週

４回空港へ来て４時間寝ていた。安全運転は大丈夫か」と問題提起した。こうした遠征営業の

実態は、英ブライトンからも報告されている。 

 

ソフトバンクがウーバー株の取得に動く中、これまで知られていなかった社員の処遇も明らか

になりつつある。ブルームバーグによれば、同社はスタートアップ（新興企業）の典型で、相

場より安い給与を社員に払う代わりに自社株を取得できる「ストックオプション」を与えてい

る。だが、こうした持ち株の売却をこれまで制限してきており、社員は株を現金化することが

困難だった。このため負債を抱える元社員もいる。 

 

元脱獄囚やテロリストが運転手 

 

前述の ILO イベントに出席したウーバー幹部 Armit Singh 氏は、国際労働団体との対話に否定

的な立場を示し、「運転手が労働組合の結成を求めたら？」という質問には、「団体協約はわ

が社に馴染まない」と発言した。それもそのはずだ。同社はこの間、運転手との関係改善をめ

ざす独自のプログラム「180 日チェンジ」を経て、「ドライバー諮問フォーラム」なるものを

最近立ち上げた。フォーラムの代表が年に二回、直接 CEO と会って諸課題を協議する。 

 

だがこれは新たな企業倫理を確立するためでも、会社のイメージを向上させるためでもない。

これまであまりにも大量の運転手を使い捨てにしてきたため、この先確保できる人材が限界に

達しているのだ（As Uber wraps up its driver improvement campaign, its head of driver 

product is leaving the company‐12 月 13 日付）。米国の失業率が 7年前の 10％から４％

（2017 年 9 月）に下がったのも、運転手不足の一因だ。 

 

こうした事情を反映するように、レイプ、ストーカー行為、覚醒剤使用、麻薬取引、身障者や

有色人種に対する乗車拒否など、ライドシェア運転手の「質」を問う事件が絶えることなく報

道されている。米サンディエゴでは、34件のレイプ、婦女暴行を認めた元ウーバー運転手に 96

年 4 ヵ月の禁固刑が言い渡された。高校から帰宅する女子生徒らを乗車中に酒や大麻で意識を

失わせ、犯行に及んでいた。 

 

11 月にニューヨークで起きたテロの容疑者は、1400 回の実車を担当した現役ウーバー運転手だ

った。こうした事件が起きるたびに問われるのが、同社やリフトの経歴審査方法だ。現状では

犯罪履歴と交通違反のみを調べている。米タクシー業界で一般的な指紋検査を含むライブスキ

ャン（Live Scan）を使うことは頑なに拒んでいる。シカゴでは、テロリストをほう助した罪で

７年の刑に服していた男が、リフトの運転をしていた。長年タクシー運転手だったため、出所

後に免許の再発行を求めたが、シカゴ市は許可しなかった。 

 

コロラド州では、元脱獄囚など過去に重大犯罪を犯したことのある前科者約 60 人をこの２年半

運転手として使っていた理由で、ウーバーは 900 万ドル（約 10 億円）の罰金を州の公益事業委

員会から命じられた。メリーランド州は、この半年でライドシェア新規登録者の 15％（1460 人）

を不適格とした。半数以上は過去の犯罪歴によるものだった。カリフォルニア州では、運転手

https://www.youtube.com/watch?v=l4IPqq45ycA&feature=youtu.be
https://www.bloomberg.com/view/articles/2017-12-13/work-for-uber-wind-up-in-debt
https://www.recode.net/2017/12/13/16772788/uber-driver-product-aaron-schildkrout-180-day-campaign
https://www.recode.net/2017/12/13/16772788/uber-driver-product-aaron-schildkrout-180-day-campaign
http://jp.techcrunch.com/2017/11/01/20171031nyc-terror-suspect-was-an-uber-driver/
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の飲酒運転対策が不十分だったため、罰金 75 万ドルを支払う。乗客からの苦情にまったく対応

しなかったり、停職処分を受けたウーバー運転手がその後も客を乗せていた事例などが多く報

告されていた。 

 

企業倫理のかけらもなく 

 

蔓延する会社のセクハラ体質など、一連の不祥事の責任をとってトラビス・カラニック氏が

CEO 辞任に追い込まれたのが６月。紆余曲折を経て、後任がダラ・コスロシャヒ氏に決まった

のは二ヵ月後だった。同氏は、各国の規制当局と関係を改善することをめざし、社風を一新す

ると意気込むが、企業倫理そのものを問われるような事件がその後もマスコミを賑わせている。 

 

10 月には、本社の女性エンジニア三人から、性別と人種による報酬差別があったと訴えられた。

ハッカー攻撃により、世界で顧客と運転手合わせて 5700 万人の個人情報が流出していたにもか

かわらず、一年以上公表しなかった。口止め料で、犯人に 10 万ドルを払っていた。 

 

自動運転の技術を盗んだとウエイモが提訴した米裁判では、複数の CIA 経験者らからなる秘密

チームが社内にあり、他社の企業秘密を盗むことに専念していたと、同社の元スタッフが爆弾

証言した。ウーバーは、アプリをダウンロードした人の個人情報など、iPhone 画面上の操作を

密かに（アプリを閉じている時も）記録できると報道したのは、英インデペンデント紙。同社

は過去限定的に使用しただけと弁明した。 

 

オランダ TV 局 Zembla は、ウーバーが税制度の盲点を突いて、英国に昨年 2300 万ポンド（約

35 億円）を納めないでいたと指摘。これは英国会議員らが、「税務署は、新しいビジネスモデ

ルへの対応が遅い」と批判する問題で、ウーバーから消費税を徴収すべきだと訴えている。 

 

ネズミは沈む船を見捨てる？ 

 

不祥事・スキャンダルまみれの同社を去る幹部も後を絶たない。カラニック氏が辞める前の段

階で、10人以上が去っている。新体制下でもこの数ヵ月の間に、日本社長の高橋正巳氏や同社

の世界進出やウーバーイーツの拡大を手がけた Jambu Palaniappan 氏が辞めた。11 月に来日し

たアジア太平洋地域地域最高幹部のブルックス・エントウィスル氏は、高橋氏の後任選任が来

日した理由のひとつであったことを認めている。後任者決定の発表はまだない。 

 

欧州・中東・アフリカでのビジネス拡大の責任者だった Fraser Robinson 氏は同社の上級顧問

に退き、「180 日チェンジ」プログラムの責任者だった Aaron Schildkrout 氏もウーバーを去

る。ハッキング隠しではセキュリティチームの最高責任者が解雇され、三人のシニアマネージ

ャーも辞任を余儀なくされた。ウーバーなどに出資する大物投資家 Shervin Pishevar 氏は、ウ

ーバー社員らに対する５件のセクハラ容疑が浮上し、12 月に自社を去った。 

 

ライドシェアは戦国時代へ 

 

ライドシェアを巡る今年最大の特徴は、ウーバーの一強独走態勢に大きな陰りが見えてきたこ

とだ。それは身から出た錆であるのだが、躍進する同業他社の動向も見逃せない。 

事業を米国に専念してきたリフト（Lyft）は、トロントに進出する。ロンドン市交通局とも接

触していると言われる。エストニアのタクシファイ（Taxify）は、東欧やアフリカ 20 ヵ国で営

http://jp.wsj.com/articles/SB10688238298091993279904583361644142211914
http://www.bbc.com/japanese/42076975
http://www.independent.co.uk/life-style/gadgets-and-tech/news/uber-app-iphone-permissions-privacy-apple-security-greyball-london-ban-a7986336.html
https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2017-11-24/OZT8MF6S972N01
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業中だが、今年はパリ、シドニーに登場した。スペインのキャビファイ（Cabify）は南米で広

く事業を展開しているが、南米地場のライドシェア各社も市場を拡大している。中東最大手に

成長したカリム（Careem）は 12 ヵ国で営業する。インドのオラ（Ola）も、南アジアで勢力を

伸ばしている。ロシアやその周辺諸国ではヤンデックス（Yandex）が躍進。ウーバーは同社と

事業を合弁する道を選び、生き残りを図る。 

 

ウーバーの悪評があまりにも目立ち過ぎるため、その陰に隠れている形だが、こうした新興勢

力も違法営業で取り締まりを受けたり、务悪な労働条件で運転手を使っていることが報道され

始めている。カリムの場合、パレスチナの運輸通信省から営業禁止を命じられた。公共交通の

ライセンスを持っておらず、違法と見なされた。地元のタクシー運転手は、運賃が半額のカリ

ムのせいで収入が 3割減ったと抗議していた。 

 

11 月 29 日付けのウォールストリートジャーナル紙は、「ウーバー、東南アジアも撤退か」と

いう見出しで、地場のグラブ（Grab）やゴージェク（Go-Jek）との熾烈な競争に言及している。

周知のとおり、中国ではすでに滴滴出行（Didi Chuxing）に敗れて撤退した。その滴滴出行は

メキシコ進出を発表し、日本では第一交通産業と提携する方向だ。同社が数々の不当労働行為

を繰り返してきたことは、果たして知っているのか。現在、各地で 100 件を超える法令違反や

労働争議がある。 

 

このように、戦国時代突入の様相を呈してきた世界のライドシェアサービス。そして、これに

大きな網をかけようとするソフトバンク。すでに滴滴出行、オラ、グラブやブラジル最大手の

タクシー99 に出資しており、今ウーバーとの協議が大詰めを迎えている。「交通機関の利用方

法や生活様式は、今日と 30 年、50 年後ではまったく違うものになる」とソフトバンクの孫正

義社長は配車事業への出資に注力する理由を説明している。 

 

一方、自動車産業の側から見れば今、「自動運転、コネクテッドカー、電動車、そしてウーバ

ーなどのライドシェアを含む新しいサービス事業分野である MaaS の 4 分野が融合することで、

100 年に一度と言われる構造改革が進んでいる」のだ。 

 

闘うプレカリアート 

 

今年もう一つの特徴は、本業の配車サービスを凌ぐ勢いで、料理配達のウーバーイーツが急成

長したことだ。第二四半期には、ウーバーの総予約回数の一割に達した。だが、その労働条件

は本業と変わりなく、前述の週刊金曜日には、ライダーの鈴木堅登氏の体験が紹介されている。

「仕事帰りに事故ってしまったが、ウーバーは『鈴木さんは個人事業主だから』で終わり。仲

間の中には、仕事中の事故で脳内出血を起こし 30 万円くらいの医療費がかかった人もいるが、

労災もサポートも何も受けられなかった」。 

 

欧州では、ウーバーイーツの同業他社に、デリバルー（Deliveroo）とフードラ（Foodora）が

ある。ロンドンでデリバルー配達員がストライキを成功させた昨夏以来、料理配達サービス労

働者の闘いは英国中へ広がり、イタリア、フランス、ドイツ、スペインへ拡散している。英ブ

ライトンでは独立系労組 IWGB が 11 月、デリバルー労働者のストを組織した。配達員をこれ以

上増やさないこと、ドロップ（ピック）一回５ポンド（約 750 円）の支給、組合加入者への差

別待遇をやめることを要求した。 

 

http://www.themedialine.org/top-stories/palestinian-authority-bans-ride-hailing-firm-careem/
http://jp.wsj.com/articles/SB12527660348550924620404583544160493617162
http://motomura-nobuko.jp/2017/1212-115441.html
http://motomura-nobuko.jp/2017/1212-115441.html
http://www.sankei.com/economy/news/171113/ecn1711130016-n1.html
http://www.sankei.com/economy/news/171113/ecn1711130016-n1.html
http://jbpress.ismedia.jp/articles/-/51602
http://www.kinyobi.co.jp/kinyobinews/2017/10/20/antena-101/
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オランダでは、これまでは従業員だった雇用形態を会社が「フリーランサー」に変えようとし

ていることに FNV 労組が反対している。ヘッジファンドからの出資が増えているため、デリバ

ルーではコスト削減が経営の急務となっているのだ。ベルギーでは運輸労組 BTB が組織化を図

っている。 

 

フードラはベルリンに本社を置き世界 10ヵ国で営業する。４月にはウイーンで配達員が事業所

委員会（Betriebsrat）を結成した。交運労組の vida が支援した。会社は重要決定事項につき、

この委員会へ情報を提供し、協議することが法律で義務付けられることになる。ストックホル

ムでもスウェーデン運輸労組が実験的に組織化を試み、労働条件の向上を勝ち取っている。イ

タリアのナショナルセンターCGIL も対策を強めている。 

 

シェアリングエコノミーは雇用破壊 

 

ウーバーは果たして５年後、いや２年後にどんな会社になっているのか。もしかしたら、存在

していないかも知れない。だが、問題の本質はウーバーという会社にあるのではなく、シェア

リングエコノミーを推進するそのビジネスモデルにあるのだ。ルクセンブルクのザビエル・ベ

トル首相は、「ウーバーには、社会保障の負担の仕方が十分でないという私たちの懸念を二年

前に伝えた。私は新技術を支持するが、10 年後に給与も年金もない国民を生みたくない」と、

英フィナンシャルタイムス紙に語っている。 

 

これはまた、タクシー産業に限定される問題でもない。日本労働弁護団は、シェアリングエコ

ノミーという名の下で「雇用破壊の働き方が社会全体に広がりかねない。私達みんなの問題な

のだ」とアピールし、集会「８時間働けば誰でも暮らせる社会を！」を 12 月７日に日比谷野音

で開催した。川上資人弁護士は、「ライドシェアという美辞麗句にだまされてはいけない。ア

メリカでは 16 時間働いても生活できない。労災もない。組合をつくらせない。自由に働けると

いいながらひどい現実がある」と訴えた。 

 

10 月から精力的に「市民会議」のツイッター@forumtsl で、ウーバーを中心とするライドシェ

アの世界的な動向を情報発信してきたが、インプレッション（見られた回数）が断トツでトッ

プだったのは、次のリツイートであった。 

 

ウーバーは今日、働くものの権利を拒むために運転手を「自営業者」と扱ってはなら

ないと通告されたのだ。関係組合や運転手の皆さんが奮闘して勝ち取ったこの勝利、

おめでとう。私たち英労働党は引き続き、職場の権利を強化し、偽自営業に厳しく対

処していく所存です。@jeremycorbyn 

 

ウーバーが英雇用控訴審判所で敗訴した際に、英労働党のジェレミー・コ―ビン党首が発した

言葉だ。日本でも、ぶれることなく働くものの側に立ち、雇用破壊に毅然と挑む政治指導者が

切望されている。そんなことを示す証しではないか。 

 

2017 年 12 月 17 日 記 
 

http://faircrowd.work/2017/04/28/deutsch-oesterreich-foodora-fahrer-gruenden-betriebsrat/
http://faircrowd.work/2017/04/28/deutsch-oesterreich-foodora-fahrer-gruenden-betriebsrat/
https://www.ft.com/content/fb1025e6-c633-11e7-a1d2-6786f39ef675
http://roudou-bengodan.org/topics/5824/
https://twitter.com/forumtsl
https://twitter.com/jeremycorbyn

